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Abstract　This study collected the questionnaire from the new participants who are middle-
aged and elderly people in project of incentives led by local governments. This study focuses on 
the exercise group and non-exercise groups proportion of pefered incentives and the correlation 
of perfered incentives in these two groups. This study analyzed 9,590 middle-aged and elderly 
people who participated in a health promotion project with incentives and answered a question-
naire during the period of participation. The incentives were included 4 types: (1.) regional gift 
cards; (2.) national gift cards; (3.) rewards points that could be used at department stores and 
convenience stores nationwide, and (4.) donations. The result shows that both non-exercise 
and exercise groups preferred financial incentives over non-financial incentives. By type of 
monetary incentive, non-exercise group were more likely to prefer national gift certificates 
1.39 times (OR: 1.39, 95%CI: 1.03-1.89); significantly more likely to prefer rewards point 1.44 
times (OR: 1.44, 95%CI: 1.07-1.95) over non-monetary incentives compared to exercise group. 
Among the middle-aged and elderly people who participated in a health promotion program 
with incentives, the majority of two groups showed the preference that financial incentives over 
nonfinancial incentives. Comparing monetary incentives, both groups preferred local gift cer-
tificates than national gift certificates and rewards point.

Jpn J Phys Fitness Sports Med, 72(2): 153-159 (2023)
Keywords : incentive, exercise, local government-led, program participation

1筑波大学人間総合科学研究科，〒305-8577 茨城県つくば市天王台1-1-1 (Graduate School of Comprehensive Human 
Sciences, University of Tsukuba, 1-1-1 Tennodai, Tsukuba, Ibaraki 305-8577, Japan)

2筑波大学スマートウエルネスシティ政策開発研究センター，〒112-0012 東京都文京区大塚3-29-1 (R&D Center for 
Smart Wellness City Policies University of Tsukuba, 3-29-1 Otsuka, Bunkyo-ku, Tokyo 112-0012, Japan)

3筑波大学体育系，〒305-8577 茨城県つくば市天王台1-1-1 (Faculty of Health and Sport Sciences, University of Tsukuba, 
1-1-1 Tennodai, Tsukuba, Ibaraki 305-8577, Japan)

4つくばウエルネスリサーチ，〒211-8519 千葉県柏市若柴178-4 (Tsukuba Wellness Research Co., Ltd, 178-4 Wakashiba, 
Kashiwa, Chiba 211-8519, Japan)

緒　　言

　運動が心身の健康度に有益な効果をもたらすことは，
周知の事実である1）．しかしながら，運動習慣者の割合
は，この10年間で 3 割前後であることが示されている2）．
この原因の一つとして，自治体が取り組んでいる事業に
は，既に運動イベントや運動教室に参加している者（以
下, Exercise群）が大半参加しているため，本来引き込

むべきである「運動イベントや運動教室等へ参加したこ
とがない層」（以下, Non-Exercise群）の参加を促進でき
ていない可能性が挙げられる3-5）．従って，今後はNon-
Exercise群が運動を開始するための新たな施策が必要で
あると考えられる．
　近年，金銭的インセンティブが住民の運動実施や継続
に有効であることが報告されている6,7）．海外の先行研究
では，国内で実施されるインセンティブ事業より高額か
つ現金・商品券といった金銭的インセンティブを交換し
ている研究が多い．このような研究の多くは，小規模の
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実験室（100人未満）かつ限られた集団（肥満者等）を対
象とした運動の実施（身体活動量の増加）や継続（事業
の継続率）などの介入効果を検証したものである6,7）．
　金銭的インセンティブと運動プログラムへの参加に関
する研究は，コンジョイント分析といった仮想的なイン
センティブ付与条件を提示し評価を行うような仮想研究
にて多く報告されている．住民が運動プログラムへの参
加に求めるインセンティブの内容は，寄付のような非金
銭的インセンティブより，現金・商品券のような金銭的
インセンティブであること8-12），金銭的インセンティブ
の金額が高くなればなるほど運動が不十分な層の運動プ
ログラムへの参加率が高まる可能性11,12）が報告されてい
る．このように，インセンティブの内容によって，事業
への参加を促進する効果が異なる可能性が示されてい
る．しかしながら，これまでの研究の大半は仮想研究に
よる検証8-12）であったため，アンケートの回答と実際の
行動では結果が大きく乖離する可能性が考えられる．実
際に自治体がより高額な金銭的インセンティブを活用し
ても，仮想研究と同様の結果が得られるかは不明である．
しかしながら，社会実験として検証した研究はこれまで
見当たらない．
　我が国では，1,024自治体（2020年度時点）がインセ
ンティブを用いた健康づくり事業（以下, インセンティブ
付健康づくり事業）を導入しており，その自治体数は年々
増加している13）．自治体で実施されているインセンティ
ブ付健康づくり事業は，海外で行われているような高額
な金銭的インセンティブを付与する研究とは異なり，当
初から小規模予算で実施されているため14），高額な金銭
的インセンティブを準備することは厳しい．また，商品
券や健康グッズなどの景品も必ず獲得できる仕組みとし
た自治体はほとんど見られない．そのため，限られた予
算の中で実施できるインセンティブの設計が必要である．
　そこで，我々は自治体が主体で運営する（以下, 自治
体主導型）インセンティブ付健康づくり事業を人口規模
が異なる 6 自治体で実施した．その結果，12,616人の参
加を得ることが出来た．我々が行ったインセンティブ付
健康づくり事業では，参加時に地域商品券，全国商品券，
共通ポイント，寄付から 1 つ選択することが可能である．
地域商品券は1,000円単位で地域のスーパーや飲食店で
利用することが可能である（お釣りはでない）．全国商
品券は1,000円単位で全国各地の百貨店やショッピング
センター，コンビニエンスストア等で利用することが可
能である（お釣りはでない）．共通ポイントは 1 円単位
で全国各地のコンビニエンスストアやネットショッピン
グなどで利用可能である．寄付は地域の小学校，コミュ
ニティ，スポーツクラブ等に寄付が可能である．そして，
日々の運動の努力と成果に対して，年間最大24,000ポイ
ント（ 1 ポイント＝ 1 円）のポイントを獲得できるよう

設計した．
　そこで本研究は，自治体主導型のインセンティブ付健
康づくり事業に参加した40歳以上の中高齢者を対象とし
て，Non-Exercise群とExercise群別に，選択したインセ
ンティブ種類の割合を記述し，これら 2 つのグループと
選択するインセンティブ種類の関連を検討することを目
的とする．
　インセンティブ付き健康づくり事業を実施する 6 自治
体での検証は，今後も増加が見込まれている自治体主導
型のインセンティブ付健康づくり事業の設計の検討に役
立つと考えられる．

研究方法

対象者及び募集方法　本研究の対象者は，インセンティ
ブ付健康づくり事業に参加した 40 歳以上の中高齢者
12,616人のうち，参加時のアンケートに回答した9,590人

（平均年齢61.2±11.0歳）とした．インセンティブ付健康
づくり事業の概要は岡本ら15）を参照されたい．
　本研究実施にあたっては，事前に筑波大学大学院人間
総合科学研究科における倫理審査委員会の承認（課題番
号：体26-40号, 課題名：健康づくり無関心層における身
体活動量の増加を促すインセンティブ策の研究, 承認年
月日2014年 8 月 9 日）を得た．

分析項目
1）従属変数
　参加時に参加者が選択したインセンティブの種類を用
いた．金銭的インセンティブを，地域商品券，全国商品
券，共通ポイント，非金銭的インセンティブを寄付とし
て分析に用いた．また，金銭的インセンティブの種類別
の分析を行う際は，金銭的インセンティブを①全国商品
券，②地域商品券，③共通ポイント，の 3 つに分類して
分析に用いた．
2）独立変数
　運動行動変容ステージと過去 5 年間の自治体・民間主
導型の健康づくり事業およびスポーツ・運動サークルへ
の参加経験を用いた．運動行動変容ステージは「運動習
慣を改善してみようと思いますか」と尋ね，「改善する
つもりはない（以下, 無関心期）」，「改善するつもりであ
る（ 6 ヶ月以内）（以下, 関心期）」，「近いうちに（ 1 か月
以内）改善するつもりであり，少しずつ始めている（以下, 
準備期）」，「既に改善に取り組んでいる（ 6 ヶ月未満）（以
下, 実行期）」，「既に改善に取り組んでいる（ 6 ヶ月以上）

（以下, 維持期）」から選択してもらい，「無関心期・関心
期・準備期」と「実行期・維持期」の 2 値に分類して分
析に用いた．過去 5 年間の自治体・民間主導型の健康づ
くり事業およびスポーツ・運動サークルへの参加経験に
ついては，「今回のインセンティブ付健康づくり事業に
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参加する前の 5 年間で自治体・民間主導型の健康づくり
事業やスポーツ・運動サークルに参加したことがありま
すか」と尋ね，「これまで一度も参加したことがない」，「以
前参加していたが，現在は参加していない」，「現在参加
している」から選択してもらい，「一度も参加したこと
がない・以前参加していたが，現在参加していない」と「現
在参加している」の 2 値に分類して分析に用いた．運動
行動変容ステージが「無関心期・関心期・準備期」かつ
過去 5 年間の自治体・民間主導型の健康づくり事業やス
ポーツ・運動サークルに「一度も参加したことがない・
以前参加していたが，現在参加していない」と回答した
者は「Non-Exercise群」とし，運動行動変容ステージが

「実行期・維持期」かつ過去 5 年間の自治体・民間主導
型の健康づくり事業やスポーツ・運動サークルに「現在
参加している」と回答した者は「Exercise群」と定義した．
なお，「Non-Exercise群」の中に，過去 5 年間の自治体・
民間主導型の健康づくり事業やスポーツ・運動サークル
に「現在参加している」と回答した者が存在しているこ
とが確認されたため，それらは「Exercise群」に含める
こととした．
3）調整変数
　調整変数は，自治体，性別，年齢（65歳未満, 65歳以上），
最終卒業学校（小学校・中学校卒, 高校・高専卒, 短大・
専門学校卒, 大学・院卒），就労（就労している, 就労し
ていない），歩数計の貸与が参加動機となったか否かを
用いた．

分析方法　Non-Exercise群とExercise群の 2 群と各変
数の比較について，クロス集計を作成し，割合（人数）
を示し，その上でカイ二乗検定および残差分析を用いた

（Table 1）．Non-Exercise群とExercise群の 2 群と参加
時に選好した金銭的インセンティブの有無または種類と
の関連を確認するため，カイ二乗検定と残差分析を実
施後（Table 2），調整変数を投入した二項または多項ロ
ジスティック回帰分析を適応し，オッズ比（以下, Odds 
Ratio（OR））及び95%信頼区間（以下, 95%Confidence 
Interval（CI））を算出した（Table 3）．
　すべての分析には，SPSS Statistics 25.0を使用し，統
計学的有意水準は 5 %とした．

研究結果

Non-Exercise群とExercise群の2群と各調整変数と
の関連　Table 1に は，Non-Exercise群とExercise群の
2 群と各調整変数との比較分析の結果を示している．
Non-Exercise群は3,530人（36.8%），Exercise群は6,060
人（63.2%）であった．Non-Exercise群とExercise群の
2 群間で属性を比較した結果，自治体と参加動機「歩数
計の貸与の有無」以外において， 2 群間で有意な差が認

められた．残差分析の結果，Non-Exercise群は，女性，
年齢が65歳未満，最終卒業学校が短大・専門学校卒の者，
就労者が有意に多いことが示された．

Non-Exercise群が選好する金銭的インセンティブの種
類　Table 2には，Non-Exercise群とExercise群の 2 群
と参加者が選択したインセンティブの種類との関連の結
果を示している．
　金銭的インセンティブを選択している者は全体の
97.4%であった．金銭的インセンティブのうち，地域商
品券を選択している者の割合が最も高かった．残差分析
の結果をみると，Non-Exercise群は，Exercise群と比べ
て共通ポイントを選択している割合が有意に高く，商品
券と寄付の割合が有意に低かった（Table 2）．
　Table 3には，Non-Exercise群とExercise群の 2 群に
対する金銭的インセンティブの有無および金銭的インセ
ンティブの種類のオッズ比を，Exercise群を参照基準
として分析した結果を示している．多変量調整をした
モデル（Model2）の結果をみると，Non-Exercise群と
Exercise群で金銭的インセンティブの選好有無に有意
な関連は示されなかった（OR：1.29, 95%CI：0.97-1.72）

（Table 3）．次に金銭的インセンティブを全国商品券と
地域商品券と共通ポイントに分類して分析を行った結
果，Non-Exercise群は，Exercise群と比べて非金銭的
インセンティブよりも全国商品券を選好した者が1.39倍

（OR：1.39, 95%CI：1.03-1.89），共通ポイントを選好し
た者が1.44倍（OR：1.44, 95%CI：1.07-1.95）有意に高かっ
た（Table 3）．一方で，地域商品券との間には有意な関
連は示されなかった（OR：1.21, 95%CI：0.91-1.62）．

考　　察

（1）Non-Exercise群が選好した金銭的インセンティブ
の種類は何か

　本研究では，自治体主導型のインセンティブ付健康づ
くり事業に参加した中高齢者において，Non-Exercise群
は98.0%（全国商品券26.8%, 地域商品券45.1%, 共通ポ
イント26.1%），Exercise群は97.0%（全国商品券27.8%, 
地域商品券48.7%, 共通ポイント20.5%）と，非金銭的イ
ンセンティブより金銭的インセンティブを選好している
ことが示された．加えて，金銭的インセンティブの種類
別に見た場合，両群とも地域商品券を選好している者の
割合が最も高かったが，Non-Exercise群はExercise群
と比べて，全国商品券と共通ポイントを選好している可
能性が高いことが確認された．
　近年，インセンティブと運動プログラムの参加率との
関係に関する仮想研究が報告されている8-12）が，実際にそ
の効果を社会的に実証した研究はこれまで見当たらない．
　いくつかの仮想研究より，運動プログラムの参加に
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は，健康グッズや寄付といった非金銭的インセンティブ
よりも商品券のような金銭的インセンティブが有効であ
る可能性が示唆されている8,9,11）．また，上村ら9）の仮想
研究によると，地域商品券と寄付を比較した場合，前者
の方が運動プログラムへの参加率を高める可能性を報告
している．本研究では，Non-Exercise群とExercise群の
どちらの層も，90%以上が非金銭的インセンティブで
はなく金銭的インセンティブを選好していることが見ら
れた．さらに，金銭的インセンティブの種類別にみた場
合，Non-Exercise群とExercise群で選好する金銭的イ
ンセンティブに違いが認められたものの，両群とも地域
商品券を最も選好している割合が高く，先行研究と類似
した結果が示された．従って，Non-Exercise群の事業
参加を促進させるためには，非金銭的インセンティブよ
りも金銭的インセンティブが重要であり，さらに，金銭
的インセンティブ中で選好する種類が異なる可能性があ
ることを社会実証実験にて初めて検証した．地域商品券
を用いたインセンティブ付健康づくり事業は運動の促進
に加えて，地域活性化効果を生み出す仕組みでもある．

地域活性化の視点から考えると，市外のデパートやスー
パー，コンビニエンスストア等での利用となる共通ポイ
ントだけでは自町への還元に繋がらない．地域限定で使
用可能な地域商品券の利用は自町への還元に繋がること
から，インセンティブ付健康づくり事業を実施する際に
は，Non-Exercise群の獲得だけに重点を置くのではなく，
地域活性化の向上にも繋がるインセンティブの内容も検
討していく必要がある．この点については今後さらなる
研究が必要であると考えられる．
　また，本研究では歩数，体組成，医療費・介護給付費
などに与える影響は検証していない．生活習慣病の予防
や介護予防の視点から，Non-Exercise群の獲得だけに重
点を置くのではなく，運動実施による健康増進効果や医
療費・介護給付費適正化効果を確認する必要があるだろ
う．これらの事項に与える影響について今後の検証が必
要である．最後に，インセンティブ付健康づくり事業を
長期的に運用していくためには，ポイント分の原資の確
保が重要となってくる．自治体がどのくらいの期間でど
の程度インセンティブを付与し続けていくべきかについ

Table2　Relationship between incentives for appealing to participate in health promotion programs

P value

National gift cards 27.4 (2631) 26.8 (947) 27.8 (1684)

Regional gift cards 47.4 (4544) 45.1 (1593) 48.7 (2951)〇

Rewards point 22.6 (2166) 26.1 (921)〇 20.5 (1245)

Donations 2.6 (249) 2.0 (69) 3.0 (180)〇

〇：P<0.05 for adjusted standardized residuals, more than expected

All Subjects
（n=9590）

Non-Exercise Group
（n=3530）

Exercise Group
（n=6060）

P<0.05

Percentage (Number of persons).Χ2 test and residual analysis

Table 2.　Relationship between incentives for appealing to participate in health promotion 
programs

Percentage (Number of persons）. Χ2 test and residual analysis
〇：P<0.05 for adjusted standardized residuals, more than expected

Table3　The Impact of Financial Incentives on the Exercise Group or Inactive Group in Health Promotion Programs

Crude Non-Exercise Group 1.54*(1.16-2.03) 1.47*(1.10-1.96) 1.41*(1.06-1.87) 1.93*(1.44-2.58)
Exercise Group Reference Reference Reference Reference

Model1c） Non-Exercise Group 1.29(0.97-1.72) 1.39*(1.03-1.88) 1.21(0.91-1.62) 1.44*(1.07-1.94)
Exercise Group Reference Reference Reference Reference

Model2d） Non-Exercise Group 1.29(0.97-1.72) 1.39*(1.03-1.89) 1.21(0.91-1.62) 1.44*(1.07-1.95)
Exercise Group Reference Reference Reference Reference

Values are odds ratios, 95% confidence intervals in parentheses.*:P<0.05

c）Model1: Adjusted for Local government, gender, age group, education, and employment.
d）Model2: In addition to Model1, adjusted for lending pedometer as motivation for participation.

Financial incentivea)

（n=9341）

Financial incentiveb)

National gift cards
（n=2631）

Regional gift cards
（n=4544）

Rewards point
（n=2166）

a) The dependent variable is availability of financial incentive.
b) The dependent variable is type of financial incentive.

Table 3.　The Impact of Financial Incentives on the Exercise Group or Inactive Group in Health Promotion Programs

Values are odds ratios, 95% confidence intervals in parentheses. * : P<0.05
a） The dependent variable is availability of financial incentive.
b） The dependent variable is type of financial incentive.
c） Model1 : Adjusted for Local government, gender, age group, education, and employment.
d） Model2 : In addition to Model1, adjusted for lending pedometer as motivation for participation.
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てもあわせて検討する必要があると考えられる．

（2）本研究の限界
　本研究に関する限界点は大きく 5 点ある．
　 1 点目，本研究の対象者は，インセンティブ付健康づ
くり事業への参加を希望した者であり，無作為抽出され
た集団ではない．そのため比較的健康への関心が高い層
が参加していることは否めない． 2 点目，本研究は，人
口規模が異なる 6 自治体で検証したものの，他の都市規
模が異なる自治体で実施した際に同様な結果が得られる
かは不明である． 3 点目，本研究の結果は，あくまでも
非金銭的インセンティブ（寄付）を基準としたときの，
金銭的インセンティブの選好度を示している．我が国で
インセンティブ付健康づくり事業を導入している自治体
では，飲料や食品などの物品をインセンティブとして用
いられている場合があり，その点については検証できて
いない． 4 点目，本研究では，インセンティブの種類に
着目した研究を行った．しかしながら，住民の健康づく
りの参加には，インセンティブの種類だけでなく金額も
影響している可能性が考えられるが金額による差異を検
証していない．今後，インセンティブ金額の高低と事業
への参加との関係を確認していく必要がある．最後に，
Non-Exercise群の特徴が，女性，65歳未満，学歴が短大・
専門学校卒および就労者であり（Table 1），ターゲット
層の属性によって，選好するインセンティブの種類は異
なる可能性が考えられる．

（3）本研究の強み
　本研究の強みは大きく 2 点ある．
　 1 点目，全国の都市規模が異なる 6 自治体で 1 万人を
超える参加者を対象とした実証研究であることである．
2 点目，金銭的インセンティブと身体活動の研究は，海
外を中心に，大学，職場，医療現場をフィールドとした
研究が多い6）．我が国において，インセンティブ付健康
づくり事業を行う自治体が増加している中で，自治体
ベースでの事業参加に対する効果検証が出来たことは非
常に貴重であると考える．

結語　インセンティブ付健康づくり事業に参加した中高
齢者において，Non-Exercise群とExercise群のどちら
もその大半が，非金銭的インセンティブより金銭的イン
センティブを選好することが示された．金銭的インセン
ティブの種類別にみると，両群とも地域商品券を選好し
ている者が最も多かったが，全国商品券と共通ポイント
の選好に違いが認められた．従って，Non-Exercise群の
事業参加には，多様な金銭的インセンティブの種類を用
意することが有効である可能性が考えられる．
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